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本報告書は、日本製紙グループの価値創造ストーリーを通じて、収益力強化
とサステナビリティ経営への追求をお示しすることで、株主・投資家をはじめ
としたステークホルダーの皆さまに当社グループが今後どのように持続的成長
を実現していくのかをご理解いただけるよう努めています。
本年の報告書では、財務担当役員メッセージや社外取締役座談会を掲載し、
より内容を充実させました。グループ一丸となって経済価値と社会価値を一
体的に創出し、持続的な成長を遂げていく姿をお伝えできれば幸いです。

見通しに関する注意事項 
本報告書に記載されている日本製紙株式会社および日本製紙グループ各社の
計画、予想、戦略、確信に関する記述は、過去の事実を除き、日本製紙株式
会社および日本製紙グループ各社の経営者が現在入手可能な情報に基づいて
判断した将来の業績に関する見通しです。 
したがいまして、これらの業績見通しに全面的に依拠して投資判断されること
は控えるようお願いいたします。 
実際の業績はさまざまな要因の変化により、これらの業績見通しとは大きく異
なる場合があることをご承知ください。

報告の対象期間
2020年度：2020年4月1日～2021年3月31日
一部に2020年4月1日よりも前、または2021年4月以降の情報を含めていま
す。対象箇所では日付を明記しています。

報告の対象組織
本報告書は日本製紙株式会社を報告主体としています。ただし、取扱データ
は2021年3月末時点の当社および全連結子会社54社を報告対象として算出
しています。

ガイドライン等との対照表
https://www.nipponpapergroup.com/csr/gri/

IR資料室
https://www.nipponpapergroup.com/ir/library/
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